
 

 

令和３年５月２６日 

子 ど も ・ 若 者 部 

子ども育成推進課 

 

低所得の子育て世帯に対する 

子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）の支給について 

 

１．主旨 

  区は、新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得の子育て世

帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う観点から、この間、子育て世帯生活

支援特別給付金（ひとり親世帯分）の支給を行っているところである（令和３年４月

２３日福祉保健常任委員会報告）。今般、国から詳細が示されたことから、子育て世帯

生活支援特別給付金（その他世帯分）を支給する。 

   

２．支給対象者 

（１）令和３年４月分の児童手当又は特別児童扶養手当の支給を受けている方であって、

令和３年度分の住民税均等割が非課税である方。【Ａ】 

（２）（１）のほか、平成１５年４月２日以降（障害児については平成１３年４月２日以

降）令和４年２月２８日までに出生した子の養育者であって、以下のいずれかに該当

する方。【Ｂ】 

  ①令和３年度分の住民税均等割が非課税である方 

  ②新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、令和３年度分の住民税

均等割が非課税である方と同様の事情にあると認められる方 

 

３．支給対象児童数   ９，２５９人（見込） 

 

４．支給額等及び事務経費 

（１）支給額     ４６２，９５０千円（見込） ＊全額国庫補助（10／10） 

    児童１人につき      ５万円 

（２）事務経費    １２８，９４５千円（見込） ＊全額国庫補助（10／10） 

     

５．支給方法 

  上記【Ａ】の支給対象者は、新たな申請書の提出は必要なく、受給者の児童手当又

は特別児童扶養手当振込口座に振り込む。上記【Ｂ】の支給対象者は、申請書等の提

出が必要となる。 

   

６．予算額      ５９１，８９５千円（見込） 

  当面、既存予算で対応し、必要額を令和３年第２回定例会（第１次補正予算）に提

案する。 

 

７．今後のスケジュール（予定） 

 令和３年６月中旬 【Ａ】の支給対象者へ案内通知等の送付、 

受領拒否申し出者への届書送付 

     ７月初旬 【Ａ】の支給対象者へ支給 

     ７月下旬 【Ｂ】の支給対象者へ案内通知等の送付、 

随時申請受付、審査、支給 

   ４年２月末  申請期限 



 

 

令和３年４月２３日 

子 ど も ・ 若 者 部 

子ども育成推進課 

 

低所得の子育て世帯に対する 

子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）の支給について 

 

１．主旨 

  新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得のひとり親・ふた

り親子育て世帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う観点から、食費等によ

る支出の増加の影響を勘案し、子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）を

支給する。 

 

２．支給対象者 

（１）令和３年４月分の児童扶養手当の支給を受けている方【Ａ】 

（２）公的年金給付等を受けていることにより児童扶養手当の支給を受けていない方【Ｂ】 

※児童扶養手当に係る支給制限限度額を下回る方に限る。 

（３）新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、急変後１年間の収入見

込みが児童扶養手当の対象となる水準に下がった方【Ｃ】 

 

３．区における支給対象世帯数  ３，４０３世帯（見込） 

（内訳）上記【Ａ】の方 ２，８９６世帯（見込） 

    上記【Ｂ】の方   １１１世帯（見込） 

    上記【Ｃ】の方   ３９６世帯（見込） 

 

４．支給額等及び事務経費 

（１）支給額     ２５９，１５０千円（見込） ＊全額国庫補助（10／10） 

    児童１人につき      ５万円 

 

（２）事務経費      ５，３１０千円（見込） ＊全額国庫補助（10／10） 

     

５．支給方法 

  上記【Ａ】の支給対象者は、新たな申請書の提出は必要なく、受給者の児童扶養手

当振込口座に振り込む。他は、申請書等の提出が必要となる。 

   

６．予算額      ２６４，４６０千円（見込） 

  当面、既存予算で対応し、必要額を令和３年度第２回定例会（第１次補正予算）に

提案する。 

 

７．今後のスケジュール（予定） 

  令和３年４月以降 案内通知等の送付、受領拒否申し出者への届書送付、周知 

           問合せ等対応、申請受付、順次給付金の振込、振込通知の送付 

 

８．その他 

  その他低所得の子育て世帯への支給（住民税非課税の子育て世帯）については、現

在、国が具体的な制度設計を行っており、国からの通知が発出され次第、区として速

やかに事務を進める。 

【参考資料】 


